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財政再建策が もた らす影響 に関する定量的分析
佐 野 薫
森 田 雄 一
1は じ め に
現在,わ が国の財政状況の危機が大いに叫ばれてお り,年 々積みあがる政府の債務残高を前
にして,早 急な対応策が求め られている.今 後,財 政状況を改善していくためには歳出の効率
化 を図ることはい うまでもなく,あ る程度の増税 も視野に入れてお く必要があると思われるD.
本稿の 目的は,財 政状況の改善のための施策を取 り上げ,経 済変数や経済厚生に対 してマク
ロ的にどのような影響 を持つのかということを分析することにある.な おその際には,社 会資
本の効果,労 働の内生性の問題が明示的に取 り扱われる.財 政政策の変更に関する効果の分析
についての代表的な研究としてはAuerbach　 and　Kotlikoff(1987)が あげられる.し かし彼 ら
のモデルは世代重複モデルを用いた分析で,政 策変更が世代間に与える効果について主たる関
心 をおいてお り,社 会資本もその分析対象から外れている.
また分析を進めていく上では,経 済の移行経路を取 り扱うことの重要性について考慮 してい
る.こ のことは仮に定常状態において同じ経済成長を実現 している状況にあって も,経 済変数
のレベルの違いは直接 経済厚生に影響すると考えられるためである.




る.た だし社会資本については,彼 らの論文が生活関連社会資本 をフロー変数 生産関連社会
資本 をス トック変数 として取 り扱っているのに対 して,こ こではその どちらの社会資本 につい
てもス トック変数であると想定 している.
本稿で検討される財政再建のオプションは以下の通 りである.財 政破綻を起こさないような




年,所 得税の増税 と消費税の増税についての議論が行なわれていることから,本 稿では(i)労働
所得税の増税 と(ii)消費税の増税に焦点をしぼって議論する.
なお本稿の構成は以下の通 りである.第2章 において後の章でカリブレーションを行 う際の
基礎 となる理論モデルの展 開を行 う.第3章 ではデータ及びパ ラメータの提示の後,異 なるシ




ここでは無限期 間生存する代表的個人を想定 し,人 口成長率はηであるものとする.各 個人
は1単 位の時間を所与 として,労 働 と余暇に時間を振 り分ける.し たがって個人∫の余暇を1iと
す ると,労 働時間は1-liな る.
代表的個人は民間資本ス トック,生 産関連社会資本ス トック,労 働時間を生産要素 として生
産 を行なうものとし,一 人当たりの生産量は次のようにあたえられるものとする.
yi=(1-1i)1一 β1(ダ(αKG)η(1α)
ここでは}7歪は一人当た り生産量,瓦 は一人当た り民間資本ス トック,KGは 社会資本ス トック,
βが民間資本ス トックの分配率,η が社会資本ス トックの分配率を示している.社 会資本ス トッ
クに一人当た りを示すインデックスがついていないのは,社 会資本ス トックには正の外部性が
あると想定 しているためである.ま たαは社会資本ス トックの うち生産に寄与する割合を しめ
し,αKGは 生産関連社会資本ス トック,(1-α)KGは 生活関連社会資本ス トックを表す2).
次に代表的個人の効用 は異時点問の代替の弾力性が一定である効用関数を想定 し,消 費 余
暇,生 活関連社会資本ス トックから効用を得 るとして
9≡ 鮒(Cill[(・ 一α)晒 瑠(・ ∂)
と定 義 す る3).但 しCiは 一 人 当 た り消 費,ρ は社 会 的 割 引 率,θ とφは そ れ ぞ れ 余 暇 と生 活 関 連 社
会 資 本 ス トッ クが 効 用 に 与 え る効 果 を示 す パ ラ メ ー タ,1/(1一 γ)が代 替 の 弾 力 性 を 表 して い る.
また 代 表 的 個 人 の 異 時 点 問 の予 算 制 約 式 は
2)こ のような設定のもとで行 なう理論的分析では実質的 にス トック変数が1つ とい うことになる.な お 日
本のデータを見る限 りフローベースでは生産関連社会資本ス トックお よび生産関連社会資本ス トックへの
投資比率 は安定 している.
3)赤 木(1996)に おいて も,効 用関数に社会資本ス トックを入 れた分析 が行 なわれている.
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瓦+BF[(1一 τた)7ゼ π一δK]1(診+[(1一 τ海)7β一 刎B歪+(1一 τ。)"(1-1∂ 一(1+τ 、)G-Z(16)
とす る.但 しrkは 民 間 資 本 ス トッ クの 利 子 率,ω は賃 金 率,rBは 公 債 の 利 子 率,Biは 個 人 が 所 有
す る公 債 の量,τkは 資 本 所 得 税,τwは 労 働 所 得 税,τcは 消 費 税,δKは 民 間 資本 ス トック の 減 価 償
却 率,Ti、 は 一 括 税 で あ る.
代 表 的 個 人 の 目的 は予 算 制 約 式((1c)式)の も とで 効 用((1b)式)を 最 大 化 す る こ とで あ る.





とな る.(2a),(2b)式 よ り余 暇 の 限 界 効 用 が,消 費 の 限 界 効 用 に税 引 き後 賃 金 率 を掛 け た 値 に等
し くな る.(2c)式 は民 間 資 本 ス ト ック か らの 可 処 分 利 益 と限 界 効 用 の 増 加 分 が 一 致 す る こ と を
示 し,(2d)は 民 間 資 本 ス トッ ク と社 会 資 本 ス トッ クか らの 純 利 益 は 一 致 す る こ と を示 す.最 後
に横 断 性 条 件 よ り
limλiK2θ一ρt=limλi瓦 θ一ρt=0(26)
t→oOt→oO
が 課 され る.ま た 総 生 産 量 は(1a)式 よ り
y=ノvyi=[(1-」 歪)N]1　βKβ(αKG)η(3)
と表 さ れ る.こ こでK=1VK歪 は総 民 間 資 本 ス トッ ク を表 す.こ の 時,均 衡 にお い て 利 子 率 と賃
金 率 は次 の よ う に決 定 され る.
炉1長 一解 一讐(4・)
一 ∂[∂}7踊(1-1)]一 澤 券一(1響(4わ)
なお社会資本ス トックの蓄積式は
1(o=IG一 δ01(o(5)
と表わされるもの とする.但 し1Gは公共投資で,δGは 社会資本ス トックの減価償却率である.
政府は労働所得税,資 本所得税,消 費税の徴収 と新規の公債発行 を行なう.ま た政府消費,




但 し,θ は政府消費,ξ は生産量に対する公共投資の割合,σ は生産量に対する政府消費の割合
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で あ る.ま た(2a),(2b)式 よ り
睾一・一 歪 畿 害(6・)
と 整 理 す る こ と が で き る.こ れ よ り政 府 の 予 算 制 約 式 は
B=(1一 τ∂7BB一 ト∫G一 τん7ん1(一τz"zo(1-1).へr一 τcC一ト0-7'(7)
と な る.但 しB=1VBiは 公 債 の 総 計,C=1VCiは 総 消 費 を 表 す.(4α),(4わ),(6a)～(6c)式 を 用 い
て(7)式 は
B=(1一 τ々 )7B、B+[σ+ξ 一 τ β々一 τ"(1一 β)一 τ。6]y-T(7)ノ
と な る.こ こ で
y≡ £ °πt)・一脚(・ 一勲4t(8)
と定義する.(8)式 において,yは 財政不均衡 を意味 している.こ こで政府の異時点問の予算制
約は(7)ノ式 と横断性条件を(8)式に代入すると以下のようになる.
∴y-B・+工Q°1σ+ξ 一 ・・β一 勧(・ 一 β)一 窃 ・恢t)・ 一軸 …一吻t(9)
(9)式 にお い て 君。は 公 債 の 初 期 値,1σ+ξ 一τ調 一τ"(1一β)一τ、6]y(t)の部 分 は プ ラ イ マ リ ー バ ラ ン
ス を表 して い る.つ ま りy≦0が 成 り立 つ な ら ば,財 政 の 持 続 可 能性 が 成 立 す る と い う こ と を意
味 して い る4).
財 市 場 の均 衡 式 は(1c),(7)式 よ り
1(=y-C-1G-0一 δKK(10)
とな る.こ れ よ り民 間 資 本 ス トッ クの 成 長 率 は,(6a)～(6c)式 を(10)式 に代 入 して
長 一(・一 σ一 ξ一 ・)老 一 δ・(…)
と表すことができる.同 様に社会資本ス トックの成長率は,(5)式 に(6a)式を代入 して
長1一 ξ煮 一δ・(・ ・∂)
と表 す こ とが で き る.
2.2動 学 的 均 衡
こ こで の 目的 は,経 済 変 数 の 長期 の 均 衡 経 路 を特 定化 す る こ とで あ る.長 期 均 衡 に お い て 総
生 産 量 民 間 資 本 ス トック,社 会 資 本 ス トッ クが そ れ ぞ れ一 定 の 割 合 で 成 長 す る こ と を仮 定 し,
そ の 状 況 を 定 常 状 態 とす る と(11a)式 よ り民 間資 本 ス ト ック,生 産 量,社 会 資 本 ス トック の 伸 び
4)Turnovsky and Chatterjee(2002)を 参照
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が同一 となる.定 常状態において余暇が一定とな り,(3)式 より経済の長期均衡成長率が ψ と
表 されるならば
ψ一(1一 β1一β一 η)π(・2)
が 成 立 す る.こ こで β+η 〈1が 成 立 す る と,長 期 均 衡 成 長 率 が 正 の値 を と る.
生 産 関数(3)式 は次 の よ う に書 き換 え る こ とが で きる.
〃=(1-1)1一 β々 β(α々σ)η(13)
但 し,民 間 資 本 ス トック,社 会 資 本 ス トック,生 産 量 は 下 記 の よ う に な る.
ユ　ヨ ユ　　 ユ　ヨ
〃=y7N1一 β一η 々=1(/ムr1一 β一η 々9=1(G/1V1一 β一η(14)
こ れ よ り(13),(14)式 を 用 い て そ れ ぞ れ の 変 化 分 は
{(1一 τ々 )β一(・ 一 γ)[β(・一 ・一 σ一 ξ)]一[(・一 γ)η一 φγ]驚 傍
1=1戎1)
一 δ、配[1-(1-7)β]一 δG[φ・γ一(1-7)η]一 〃[1一 β(1-7)]一 ρ(15a)
髪 一(・一σ一 ξ一 ・)髪一 δ・一 ψ(・5∂)





とな る`).定 常 状 態 にお い てk=0,kg=0,1=0が 成 立 す る の で,各 変 数 の 上 につ い て い る"～"




(1一 τ∂β4=δK+ρ+11一 γ(1+φ)]ψ+γ 多z(166)
々
と な る6).(16a)～(16c)式 よ りl,k,kgが そ れ ぞ れ 決 定 す る こ と と な る.定 常 状 態 の 近 傍 で 線 形





と な る.但 し,
・n-F(1)(髪)
、±7{一鼠 ・一β)+(・一γ)β号1
伽 一 一即)考{(・ 一β)研[(・ 一 γ)η一 φγ]ξ奇1
・　 F(1)認 ηH+[(・ 一 γ)η一 φγ]ξ却
鋤 一 嵩 【(・一β)(・-Z一 σ一ξ)+号1伽 一 一(・一β)髪[・-Z一 σ一 ξ/
α23一 η4[、-Z一 σ一 ξ],α,、 一 一(1一 β準〃,α32一 β量〃,α33一 ξ(η;1)〃,
々σ1-1々 々9
H-　 ・一粛(・ 一 γ)β(・… ξ一 の一1(・一 γ)η一φγ]ξゑ}
で あ る.前 述 の 通 りβ+η 〈1よ り行 列 式 は正 とな る.状 態 変 数 が2つ,コ ン トロ ー ル変 数 が1
つ 存 在 す る この 動 学 体 系 にお い て 鞍 点 経 路 が存 在 す る た め に は,1つ の正,2つ の負 の 固 有 値
を有 す る こ とが 必 要 とな る.し か し こ こ で は解 析 的 に そ の 条 件 を 導 くこ とは 困 難 で あ る.し た
が っ て 以 下 の 分 析 で は 各 パ ラ メ ー タ を与 え た 上 で カ リブ レー シ ョ ン を行 い,移 行 経 路 に つ い て
の 分析 を行 う.な お 条 件 に合 う符 号 を持 っ た 固 有 値 が合 理 的 なパ ラ メ ー タの も と で存 在 す る こ
とは確 認 さ れ て い る.
2.3移 行 経 路
2.2で 導 か れ た3つ の 固 有 値 をμ、,μ2,μ3と す る.た だ しμ2<μ3<0<μ 、で あ る もの とす る.




但 し,B、,B2,B3は 定 数 で あ る.ま ず 横 断 性 条 件 よ りB、=0と す る こ とが で き る.次 にt=0の
と き,(18b),(18c)式 よ り
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B、 一 一 ・33(ん(0)一 ん)+・23(々 ・(°)一々 ・),B、 一 ・32(々(°)一 々)一 ・22(々・(°)一 ん・)(、9)
Z/23Z/32-Z/22Z/33Z/23Z/32-Z/22Z/33
と表 す こ とが で き る.こ の こ とか ら1(0)は 々(0)と σ々(0)で表 す こ とが で き る.ま た(18α),(19)式 か
ら政 策 変 更 後 の 安 定 的 な 移 行 経 路 の た め の 調 整 が1(t)に よ っ て 行 な わ れ て い る こ と を示 す こ と
が で き る.以 上 の こ とか ら民 間 資 本 ス トック と社 会 資 本 ス トック の 初 期 値,各 パ ラ メ ー タ を定
め る こ と で,(18a)～(18c),(19)式 を用 い て 各 変 数 の 動 き を カ リブ レー シ ョンす る こ とが で きる.
3分 析
3.1デ ー タ
こ こ で は カ リ ブ レ ー シ ョ ン を 行 な う た め の デ ー タ に つ い て 説 明 す る.各 デ ー タ は93SNA
ベ ー ス の 年 度 デ ー タ の 値 を使 用 して い る.ま た初 期 値 と して そ れ ぞ れ2003年 度 の 期 末 値 を用
い て い る.ま ず 民 間 資本 ス トック の 初 期 値 と して,『 民 間企 業 資 本 ス トッ ク年 報 』(内 閣 府)の
全 産 業 で,か つ 進 捗 ベ ー ス の2004年 度 の3月 期 末 値 を用 い て い る.次 に社 会 資 本 ス トッ クの
初 期 値 と して,2005年 度 の 『国 民 経 済 計 算 年 報』(内 閣府)の ス トッ ク編 に掲 載 さ れ て い る公 的
非 金 融 資 産 の 値 を用 い て い る.公 共 投 資 は 『国 民 経 済 計 算 年 報 』 の 国 内総 資 本 形 成 の うち,公
的 部 門 の 値 を 用 い て い る.そ して 政 府 支 出 は 『国 民 経 済 計 算 年 報 』 の 政 府 現 実 最 終 消 費 支 出 を
用 い て い る7).最 後 に公 債 残 高 と して は 財 務 省 の編 纂 し て い る 『日本 の 財 政 を 考 え る』の 国 ・地
方 の 長 期 債 務 残 高 の 値 を用 い て い る8).な お デ ー タ につ い て 表1に ま とめ て 掲 載 して い る.
表1デ ー タの ま とめ
民間資本 ス トック1(・ 『民 間企業資本ス トック年報』(内 閣府)
社会資本 ス トック ノ(θ・ 公 的非金融資産;『 国民経済計算年報』(内 閣府)




7)政 府支出として政府現実最終消費支出を用い るということは,現 物社会給付等 に関 しては,政 府部 門に
考慮 しないことを意味す る.こ のことはプライマ リーバ ランスを黒字化する傾向 を生むため,以 下の分析






であるβ,ηはこれまでの生産力効果の先行研究か らそれぞれ0.35,0.079と している.ま た社
会資本ス トックの減価償却率 はこれまでの先行研究から0.03と している.こ こでは民間資本
ス トックの減価償却率 も社会資本ス トックと同 じ値 としている.
効用関数のパラメータについても以下のように定めている.ま ず異時点間の代替の弾力性を
上村(2002)で サーベイされている値か ら0.3と し,そ こからγの値 を一2.333と した.次 に余
暇に与える効果 を示すパラメータθは2.3と している.こ の値か ら求め られる各変数の動 きが
適正と思われることから,妥 当な数値であると思われる.ま た人口成長率については今後人口
が減少するということから人口成長がない(π=0)社 会を仮定 している.社 会資本ス トックに
与える効果を示すパラメータφはTurnovsky and Chatterjee(2002)よ り0.3と している.そ
して割引率ρは先行研究より0.04と している.
政策パラメータに関して消費税率は国と地方を合わせた消費税額を家計現実最終消費支出で
除し,過 去7年 間9)の 平均よりτc=0.036と している.消 費税率については現行では0.05で あ
るが,本 稿の分析ではτc=0.036と いう数値 になっている.こ の理由として非課税取引や簡易
課税制度の存在などが影響 していると思われる.次 に労働所得税率は,労 働所得税分を国税 ・
地方税の うち,所 得税,法 人税,事 業税,個 人と法人の道府県民税,市 町村民税を加算 した値
とし,(4a)式 か ら労働所得税分 を,1一 βを掛け合わせたGDPで 除 し過去7年 間の平均 より
勧=0.132と している10).そ して資本所得税率は(4b)式から消費税額 と労働所得税分以外の税額
を,βに掛け合わせGDPで 除 し,過 去7年 間の平均よりτFO.164と した.ξ,σ は(6a),(6b)式 か
ら公共投資 政府支 出をそれぞれGDPで 除し過去7年 間の平均 より,そ れぞれξ=0.067,
σ=0.073と した.そ れぞれの関係式は以下のとお りである.
τ躍=
(所得税額+法 人税額+道 府県民税額(個 人 ・法人)+事 業税額(個 人 ・法人)+市 町村民税額)
(1一β)×oD、P
消費税額(τ 、とτ。に含 まれないそのほかの税額)
τC=家 計現実最終消費支出'τ ん=β ×ODP
ξ一公勝 資,σ 一政勝 出
最 後 にαの値 は,佐 野(2005)よ りα=0.39と 導 出 した.こ の値 に つ い て は α=0.3,0.5の ケ ー
9)消 費税率が5%に 変更 された1997年 度か ら2003年 度 までの7年 間を意味する.
10)TurnovskyandChatterjee(2002)で は所得税率 を限界税率 の平均値 をとっているが,本 稿 では人口分
布や所得分布な どを正確に把握す ることが困難なため,本 稿 では上記のような方法をとった.
-198一
ス で も 分 析 し て み た が 結 果 は 同 様 の も の と な っ て い る.な お こ れ ら の パ ラ メ ー タ に つ い て は 表
2に ま と め て い る.
表2パ ラ メ ー タ の ま とめ
生 産 関 数 の パ ラ メ ー タ 効 用 関 数 の パ ラ メ ー タ
β η α γ φ ρ θ
0.350.0790.39-2.3330.30.042.3
政 策 パ ラ メー タ ・そ の 他 の パ ラ メ ー タ





ず政策変更が何 も行 なわない場合,財 政が持続可能であるかを検証するために(9)式を(2d)式を
用いて
H・+£ ° [σ+ξ一 ・・β一 勧(・ 一 β)一 碗(t)・ 一∬・一一 一娠・伽4t(2・)
レヨ レヨ
刀=y/N・ 一β一η,ゐoニ.βo/N1一β一η
の よ う に 変 形 す る.そ して(18a)～(18c),(19)式 を用 い て,(20)式 で 財 政 の持 続 可 能 性 の検 証 を
行 な っ た.そ の 結 果,長 期 の 財 政 は破 綻 す る(v>0)可 能 性 が あ る こ とが示 唆 さ れ て い る.し
た が っ て財 政 の 持 続 可 能性 を実 現 す る た め に,財 政 収 支 を改 善 させ る政 策 を行 な う必 要 が あ る.
そ こで 本 稿 で は 歳 入 を増 や す 方 法 と して(i)労働 所 得 税 の 増 税,(ii)消 費 税 の増 税 の2つ の 政 策 に
焦 点 を しぼ っ て検 証 を行 な う.ま た 同 じ財 政 の持 続 性 条 件 を満 た す(v=-0.0007)状 況 が 成
立 す る こ とを 想 定 した 上 で,(i),(ii)の2つ の 政 策 に よっ て 生 産 量 と効 用 が どの よ う に 変 化 す る
の か を検 証 して い る.こ の 場 合,消 費 税 率 は0.036か ら0.124と な り30.4兆 円 の 増 税 額 を必
要 し,労 働 所 得 税 率 は0.132か ら0.232と な り28兆 円 の 増 税 額 を 必 要 とす る.最 後 に カ リ ブ
レー シ ョ ンを 行 な う生 産 量,効 用 の 式 は
Z1(t)=[1-1(t)]1一β1々(t)1β[αんg(t)]η(21)
σ≡£噺[・(t)副1(t)r[(・ 一α)酬 幽(22)




生産量について(21)式を用いてカリブレーションを行なった.結 果については表3に 示 され
ている.ま ず生産量の変化を見たものが図1で ある.こ れを見ると消費税を増税するほうが労
働所得税を増税するよりも生産量の水準が高 くなる.こ の理由としてまず1つ に労働時間の変
化がある.図2を 見ると労働時間は1-1tで 表 されるので,労 働所得税 の増税の場合は消費税の
増税 に比べると労働時間を減 らし,余 暇を増や していることがわかる.こ のことか らごく初期
の時点か ら生産量に差がつき,ま た図3,図4が 示 しているように労働所得税の増税の場合は
消費税の増税の場合 よりも社会資本ス トックや民間資本ス トックが抑えられてしまうことが確
認できる.こ のことから長期的に見て も消費税 を増税するほうが労働所得税 を増税するよりも
生産量の水準が高 くなるという結果となる.
表3生 産量(増 税,歳 出削減を行なったケース)
τwτ ・ σ ξ 々 馬 〃 増税額"
τw↑(λ2320 .0360.0730.0671.7760.9500.42528.0兆 円 一〇.0007
τ・↑0 。1326口240.0730.0671.8410.9850。44030.4兆 円 一〇.0007
(短期的な効用の変化)
効用について(22)式を用いてカリブレーションを行なった.こ の場合,短 期 とは政策変更後
の1期 後 としている.結 果については表4に まとめられている.効 用の水準から見てみると,
短期的には労働所得税の増税の場合ほうが消費税の増税の場合 よりも効用の水準がわずかに高
くなる.労 働所得税を増税する場合のほうが,短 期的に効用の水準が高 くなる理由として,図
5か ら消費の水準は消費税の増税に比べ低 く抑 えられるが,図2か ら読み取れるように余暇の
水準が高いことによる効果が大 きいことが考 えられる.
(長期的な効用の変化)
政策変更の影響が十分 に現れる年数である長期には,消 費税の増税 のほうが労働所得税の増
税 よりも効用の水準が高 くなるという結果が示 される.こ れは短期的には余暇の上昇効果が効
用の水準を規定 し,長 期的に見ると消費や社会資本ス トックの上昇効果が効用の水準を規定 し
ていることを意味する.そ の背後には消費税の増税のほうが労働所得税の増税 よりも生産量の
水準が高 くなることが大 きく作用 していると推測される.な お この結果については表4に まと
められている.
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表4効 用(増 税,歳 出削減を行なったケース)
σ σ





用 に対 して及ぼす影響について考察 した.そ の結果,生 産量の水準か ら見てみると消費税の増
税のほうが,労 働所得税の増税 よりもその水準が高 くなる結果 となった.ま た効用の水準か ら
見てみると,短 期的には労働所得税の増税のほうが消費税の増税 よりも効用の水準が高 くなる
が,長 期的には消費税の増税のほうが労働所得税の増税 よりも効用の水準が高 くなるという結
果が得 られた.こ れ らの結果は労働 を内生化することによりえられた視点 といえる.
最後に今後の検討課題 を挙げてお く.ま ず第1に 社会資本ス トックに関する取 り扱い方が挙
げられる.本 稿では生活関連社会資本ス トックと生産関連社会資本ス トックの識別が不完全な
形でしか行われていないため,社 会資本ス トックの蓄積方法を変 えることによる影響について
は分析 を行 うことができない.こ の点については公共投資のフローベースから識別を行 う必要
があると考えられる.そ うすることで社会資本ス トックの役割の違いが,経 済変数や経済厚生
に対 してどのように影響 を及ぼしているかを明らかにできると思われる.第2に 実際の政策変
更の可能性を考えた場合,こ のカリブレーションで示 された税率変更のような急激な変更は,
困難であるかもしれない.よ り現実的には段階的な政策変更を想定した分析が必要になると思
われる.第3に 本稿では移行経路 を重視 したため,経 済成長率についてはモデルの制約か ら政
策パラメータに依存 しない形になっている.し か し本来の内生的成長論の枠組みでは経済成長


















図1生 産 量 の 動 き










図2余 暇の 動 き













図3民 間 資 本 ス ト ッ ク の 動 き











図4社 会資 本ス トッ クの 動 き
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1(1-1))1囲 β(・一・一 ξ一 σ)+ηξ奇1髪 一βδ・一 ηδ・+(・一γ)π(6・ γ
(2a),(2c),(6c)!式 よ り
(1一 τ海)・一 ・一 δ・一 一(γ 一 ・){[1詳)1]}+[σ(・ 一 ・一 ξ一 σ)+η ξ£11一 βδ・
一 ηδ・+(・ 一 γ)・}一 θ弓 一 φγ「ξ巻 一 δ・1+ρ
(1一 γ)一(1一 艀)」 一 θγ(1-1)1 -{(・ 一 ・・)β一(・ 一 γ)[β(・一 ・一 ξ一 σ)]
一[(・一 γ)η一 φγ]驚}多 一 δ・[・一(・ 一 γ)β]
一 δG[φγ一(1一 γ)η]一多zlγ+(1一 γ)(1一 β)]一ρ
こ れ よ り
{(・一 ・・)β一(・ 一 γ)1β(・一 ・一 σ一 ξ)]-1(・ 一 γ)η一 φγ1驚}号
1=即)
一 δK[1-(1一 γ)β1一δG[φγ一(1一 γ)η]一π[1一 β(1一 γ)1一ρ(15a)
(Appendix2)
1=0の と きF(1)≠0な の で
(1一 τん)β4-=(1一 γ)β(δK+ψ)+[(1一 γ)η一 φγ](δG+ψ)+δK[1-(1一 γ)β]
々
+δo[φ γ一(1一 γ)η]+多zlγ+(1一 γ)(1一 β)]一 ρ
=δK十 ρ十[1一 γ(1十 φ)]ψ十 γη
こ れ よ り








と な る.(18b)!式 よ り
B、_-B・ ・23+(々(0)一 々)(18∂)〃
θ22
(18b)"式 を(18c)〆 式 に 代 入 し て
。々(0)_石 。_-B・ ・23+(々(0)一 々),32+B、 。33
θ22
一 君3ω23刀32一 刀22刀33)+刀32(々(0)一 々)
刀22
こ れ よ り
B、 一 一 ・33(々(°)一々 )+・23(々 ・(°)一々 ・),B、 一 ・32(ん(0)一 々)一 ・22(ん・(0)一 々・)(、9)
Z/23Z/32-Z/22Z/33Z/23Z/32-Z/22Z/33
-207一
